
事務事業評価＆総合計画実施計画調査シート

事業実績

-

評価指標

事業の計画・内容

）

評価

整備内容 運営体制

1

2

3

4

事業費（人件費除く）の財源内訳

少子化対策推進委
員会経費
【15名　２回】

1 式

式

後期次世代育成支
援対策事業【新規：
講演会など】

需用費、役務費等
事務経費

1

1

少子化対策推進委
員会（次世代行動計
画策定委員会）経費
【15名　2回】

1

少子化対策推進委
員会（次世代行動計
画策定委員会）経費
【15名　3回】

保育所のあり方検
討委員会経費【22
名　5回】

1 式

1

後期地域行動計画
策定（計画草案コン
サル）経費

1 式

活動指標 単位
実績値

H19 H20 H21 H22

目標値

少子化対策推進委員会の開催

伊賀市次世代育成支援対策地域行動計画（後期計画）
の策定

目標

ソフト事業

回

策定
―

実績 ―

3

策定

3

目標 ―

実績 ―

実績 実績

H22

2

Ａ 拡大
次世代育成支援対策の推進にあたって、子どもたちが健やかに生まれ、かつ育成されるための講演会等を行う。また、伊賀市次世代育成支援
地域行動計画（輝け　いがっ子応援プラン）の後期基本計画（5年分）の計画を策定する。

目標値

目標 目標

04

04

01

103

コード 名            称

01

03

一般会計

民生費

目

次世代育成の拠点づくり、次世代育成のネットワークづくり、行
動計画の進行管理

370

10

事業名

基　本
施　策

区分

会計

項

名               称

款

コード

次世代育成

少子化に歯止めをかける

事 業 内 容 数量 金  額 金  額単位単位 数量数量金  額単位 金  額単位

1,000
後期次世代育成支
援対策事業【新規：
講演会など】

需用費、役務費等
事務経費

180

1 式

少子化対策推進委
員会経費
【15名　２回】

1 式

400式

500

一 般 財 源
計

効率性

4

4

必要性

有効性

4

3

達成度

次世代育成支援対策ソフト交付金（ポイント制
によるおよそ1/2補助）

Ａ
の
財
源
内
訳

3,509

1,178
1,178

そ   の   他

2,0802,0804,307
次世代育成支援対策ソフト交付金（ポイント制
によるおよそ1/2補助）

その他特定財源の名称・補助基本額・率
地方債の区分と充当率等

次世代育成支援対策ソフト交付金（ポイント制
によるおよそ1/2補助）

1,040

次世代育成支援対策ソフト交付金（ポイント制
によるおよそ1/2補助）

次世代育成支援対策ソフト交付金（ポイント制
によるおよそ1/2補助）

3,510
7,019

2,154

次世代育成支援対策ソフト交付金（ポイント制
によるおよそ1/2補助）

2,080
　 　
　 Σ

　

―

改善についての取り組み

800 冊

　

次世代育成支援対策推進法では、各自治体に子育ての総合的な推進を図るため地域行動計画の策定が求められており、全庁的に支援事業の
推進が必要である。

伊賀市次世代育成支援対策地域行動計画に基き、福祉部門のみならず全庁的に取り組みが行われている。

伊賀市次世代育成支援対策地域行動計画に即し、各種子育て事業を展開しており、それに対する外部評価制度が必要なことから別途「少子化対
策推進委員会」を設置し客観的な評価を行なった。

各種事業の推進には、ニーズ調査等市民の意向調査を行ない、定量分析を通して市全体の子育て支援の必要量を算出することが必要なことから
ニーズ調査等を実施する。

(千円)

平成２４年度 計画内容
事 業 内 容

事業費計(A)

ポイント 評価項目についてのコメント

ー

4,307

500
子育て支援情報誌
作成

2

総合評価 事業の方向性

9658

2630

事業の成果を測る指標

次世代育成計画に係る実績及び実施計
画の公開

伊賀市次世代育成支援対策地域行動
計画（後期計画）の策定

子育て支援対策事業

次世代育成支援対策推進経費

時代の社会を担う子どもたちが健やかに生まれ、かつ育成される環境の整備
を図られる。

評価者
氏　名

澤田洋子 連絡先
22

(内線)

細目

細々目

Σ

冊

1
需用費、役務費等
事務経費

　事業費計(A)

800
子育て支援情報誌
作成【要補正】

　 (千円)

2,860

子育て支援情報誌
作成

800 冊500

　事業費計(A)

400

子育て支援情報誌
作成

800 500冊

Σ 2,080

2,080

　

人 10,800

180

1 式

式

1 式

3,392

1,966

1

25,019

　

人件費（Ｂ）

　

2.5

　
事業費計(A)

7,019

12,880

1.52.0 人 10,800人 14,400 人件費（Ｂ）

4,307

人件費（Ｂ）

7,019
　
　 Σ

人 18,000人件費（Ｂ） 1.0 人 7,200

1,178

1,178事業費計(A)
　 　

　 Σ
　

1

499

1

137556式

式

数量

4

平成２３年度 計画内容平成２２年度 計画内容
事 業 内 容 事 業 内 容 数量 金  額 事 業 内 容単位

(千円)

式 188

239

751

事      業      費

フルコスト　（Ａ）＋（Ｂ） 8,378

事業投入人員

進捗率
(％)

備
考

　

事
業
内
容

数量

（Ａ）

事
業
目
的

事
業
内
容

1

総事業費 千円

1

単位

式

基本計画該当頁

開始年度

根拠法令・要綱等 次世代育成支援対策推進法　伊賀市少子化対策推進委員会条例　伊賀市保育所（園）のあり方検討委員会条例

コード

名称
担当部課

１３０７００

関連事業

子育て応援アルバ
ム作成委託料

工事

委託

保育所のあり方検
討委員会経費

1

２次評価対象分

行革大綱の重点事項番号

事業種別 継続 単独 事業類型

成果（どうなるのか）

評価項目

児童福祉総務費

2

「輝け　いがっ子応援プラン（伊賀市次世代育成支援対策行動計画（後期行
動計画））策定に向けて次世代育成支援に関するニーズ調査を実施し、報
告書を作成した。
子育て中の情報提供として、子育て応援アルバムを作成した。
行革での重点項目となっている保育所の統合、民営化に関する提言を行う
ため、第三者を交えた検討委員会を開催した。

平成 年度

目標

実績

目標

　「輝け　いがっ子応援プラン（伊賀市次世代育成支援地域行動計
画）」については、平成21年度をもって前期計画が終了するため、より
一層の展開の為の後期計画を策定する必要がある。
　厳しい財政状況の中、子どもにとってより良い保育実施の為、保育
所のあり方等について第三者を交え検討を行なう「伊賀市保育所
（園）のあり方検討委員会」を設置した。

運営主体

人

状
況
変
化
等

Ⅰ

対象等（何を、誰を）

市内の子ども及びその家族

（※対象件数

施　策

81

３、４、５

児童福祉費

建設用地

建設面積（延床面積）

規模・構造

2

3

少子化対策推進委
員会（次世代行動計
画策定委員会）経費
【15名　3回】

進
　
捗
　
状
　
況

年度

次世代後期計画策定
ニーズ調査委託料

子育てユニバーサ
ルデザインマップ作
成調査経費

千円

子育て公園マップ作
成経費

式1

　

平成２０年度 決算内容

保育所のあり方検
討委員会経費【22
名　5回】

需用費、役務費等
事務経費

420

　委託先

市内の類似施設

配置（予定）人員

年間運営費

540

平成２１年度 計画内容

　　

少子化対策推進委
員会経費

平成１９年度 決算内容
事 業 内 容 金  額

(千円)

式 270186

2

実績 2

1.5

1,040
2,080
1,040

式

事業費計(A)Σ 2,080

需用費、役務費等
事務経費

400

1,0401,040

10,800

2,080

人件費（Ｂ） 人件費（Ｂ）

12,880

人1.5

18,707

2,080

2,153 1,040

12,880

国庫支出金
県 支 出 金
地   方   債
受益者負担

こども家庭課

終了年度 平成

H19
指標設定の考え方

事業実績及び進捗状況について、委員会での討議概
要と併せて公開を行なう。

次世代育成の基本指標である行動計画の策定を行
なう

回

策定

年度

H20 H21

実績値
単位

3
目標

実績

目標

2

2

ー

2

実績 3

目標

後期次世代育成支
援対策事業【新規：
講演会など】

　

式

(千円) (千円)

1,000

策定
実績 ー実績

目標 ー

ー

1

180

1,000

式

式

1

直営 指定管理 民間委託等直営 指定管理 民間委託等


